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下位企業の競争優位維持可能戦略

-新製品のポジショニングについて-
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I.はじめに

ここ数年いくつかの産業において,磐石で

あると思われていたリlダl企業の地位が下

位企業の様々な挑戦によって動揺してい

る1｡例えばビール業界ではキリンビールが,

自動車業界ではトヨタが,化粧品業界では資

生堂が,それぞれ下位企業からの挑戦に苦戦

している｡このようなことが,若い産業,す

なわち技術の急速な進歩や市場の急拡大のた

めに業界内の企業の地位が不安定な産業で起

こっているのであれば,さほど不思議なこと

ではない｡ところがこの現象は,実際には成

熟産業もしくは少なくとも決して若いとはい

えない産業で起きている｡しかもそれは,支

配的リーダー企業を中心に業界内の順位が安

定していると思われていた産業での出来事だ

けに注目に値する｡

そもそも既存のリlダー企業は,下位企業

に比べて経営資源をはじめなんらかの強みを

有していたために,その支配的地位を確立し

ていたはずである｡ゆえにリーダl企業は,

下位企業の挑戦を未然に防いだり,挑戦に対

してもてる強みを存分に発揮して対抗し,既

得の地位を防衛しようとするであろう｡にも

かかわらず,当然直面するであろうリーダー

企業の激しい反撃の中で,下位企業がその競

争優位を維持し続け,ときには1) -ダー企業

の地位を脅かすことができるのはなぜであろ

うか｡あるいは,どのような場合にいかなる

戦略をとれば就争優位を維持することができ

るのであろうか｡これが本稿の根底にある素

朴な問題意識である｡

このような問題を考察することは,企業間

競争の分析にとって重要ではあるが従来の兼

争戦略論では比較的軽視されてきた点を論ず

ることにつながる｡これまでの読争戦略論で

は,ある戦略がどのようなあるいはどの程度

の競争康位を企業にもたらすかについては議

論されていても,もたらされた競争俵位がラ

イバル企業の模倣や反撃の下でどの程度維持

できるかという問題にはあまり注意が向けら

れてこなかった2｡

しかし,ライバル企業の反応を考慮に入れ

ないことから生ずる問題は決して小さくない｡

例えば,ある企業がなんらかの戦略をとって

競争優位を猿待したとしよう｡それは一時的

には当該企業に高いパフォーマンスをもたら

してくれるかもしれない｡しかし同時にその

高いパフォlマンス自体が,それまで潜在的

であった業蹟向上の機会をライバル企業に対

しても顕在化させてしまうというシグナルの

役割を果たすのである｡その結果,ライバル

企業がそれを模倣したり,それをもとにより

優れた方法を開発して対抗することは十分に

予想され,結果として競争優位が消滅してし

まうかもしれない　Ghemawat (1986)の言

葉を借りれば,読争相手は一時は愚かである

かもしれないが,常にそれを期待することは

できないのである｡したがって,読争戦略を

論じる際にはライバル企業の反応を明示的に



考慮し,獲得された境争康位の維持可能性に

っいて検討することが重要である｡その重要

性が最も高い場合が,支配的1) lダl企業が

存在する産業における下位企業の戦略を論じ

る場合なのである｡

これまでライバル企業の反応を明示的に考

慮した企業間溌争の研究は,ゲーム理論を援

用した｢新しい産業魁織論｣と呼ばれる一連

の研究において行なわれてきた3｡その中心

テーマの1っに,先行者の康位性(first-mov-

er advantage)に関する研究がある｡先行者

の康位性とは,ある企業が他に先駆けてなん

らかの行動をとることによって,他の企業が

追随してきても康位性を維持できるという性

質である4｡この性質によって,例えば既存企

業の参入阻止行動などが説明される｡換言す

れば先行者の康位性とは,行動の順序につい

ての企業間の非対称性によって競争康位が維

持可能セあることを意味していると考えられ

る｡

もし下位企業が先行者になれるのであれ

ば,先行者の優位性が働いたためにリーダー

企業の反撃の中でも康位性が維持されたとい

う説明で,本稿の問題に答えられるであろう｡

もちろんこの様な説明が当てはまる事例もあ

る5｡しかし,ではなぜ市境から多様な情報が

収集でき,それを事業化するための経営資源

も豊富な1) -ダー企業が先行者たりえなかっ

たのかということを説明しなければならない｡

また現実の事例の中には,下位企業が先行者

であっても康位性を維持できなかぅたり,追

随しても俵位性を獲得できる場合がある｡ゆ

えに,先行者の康位性は下位企業の康位性の

維持の1つの要因ではあり待ても,それだけ

では十分ではない｡

われわれは,下位企業の競争優位が維持可

能である理由として,もう1つ別の企業間の

非対称性を考えてみたい｡それは,市場のポ

ジションについての非対称性とでも呼べるよ

うなものである｡既存企業にはそれまでその

市場で活動してきたという歴史がある｡とり

わけ業界の1) -ダー企業には,それまで競争

を勝ち抜いてきた基盤としてなんらかの強み

があるはずである｡一方業界の下位企業や新

規参入企業は,歴史が浅く基盤も弱い｡この

差がここでいう市場ポジションの非対称性で

ある｡具体的には,ある企業はすでに強力な

製品を供給していたり,多くの顧客を獲得し

ているのに対し,他の企業にはそれがないと

いったことである｡

ただし以下の議論は,この非対称性がリl

ダー企業の康位性を保証するということでは

ない｡一見パラドキシカルではあるが, 1)-

ダー企業に歴史や強みがあるからこそ,戦略

によっては,下位企業の虎争俵位の維持可能

性が高い場合があることを明らかにしようと

するのである｡

この分析は次のような発想をもとにしてい

る｡さきに述べたように,これまで既存の

1) -ダー企業がなんらかの先行者の康位性を

働かせて参入を阻止できることがいくつかの

モデル分析によって研究されてきた｡しかし

そのようなモデルの中にも,一定の条件の下

では,リーダー企業が参入を許容した方が

T)-ダー企業にとっても望ましいような状況

が存在するのではないか,あるいは,下位企

業のある戦略に対して1) -ダー企業が反撃す

ることは可能だが,企業間の相互作用を考慮

するとむしろ反撃しない方が望ましいような

場合があるのではないか,ということである｡

以下ではその1つの例として,新製品のポ

ジショニソグの問題を取り上げたいと思う｡

その藩論の概要は次の通りである｡独占的に

製品を供給しているような既存の1) -ダー企

業が存在する場合,これまでの先行者の便位

性の研究では, y -ダー企業は新製品を次々

に導入して市場のスペlスを先占めすること

で,新親参入を阻止できると考えられてきた｡

しかし,既存製品とある程度の代替性を有す

るような新製品を新親企業が導入した場合,
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既存企業が新製品の市場で競争をすると,か

えって新製品が既存製品の需要を奪ってしま

うので,既存企業にとっては反撃を加えない

方が望ましくなることがある｡その結果,

リーダl企業が合理的であっても(愚かでな

くても),いやむしろ合理的であれば,その

新製品戦略から生じる下位企業の康位性は維

持される,ということである｡

本稿は次のような構成をとる｡まず,これ

までの新製品の導入に関する先行者の俵位性

の研究を簡単に紹介し,それに対して新規参

入が阻止されない場合を立地モデル(spatial

model)を用いて分析する｡この分析を若干

修正すれば,既存企業が反撃を加えない方が

望ましいような下位企業の新製品の導入戦略

が明らかになる｡次に,このモデルの現実の

適用例を示す｡もちろん本稿の分析結果を用

いた説明を支持するようないくつかのデータ

は提示されるが,取り上げる事例に対しては

他の説明の仕方もありうる｡現実の事象は,

いくっかの要因が合わさって起きたと考える

ほうが妥当であろう｡ここでの例示の目的

は,本稿のモデル分析の現実的なイメージを

もってもらうということである｡最後に,分

析結果の含意について議論し,本稿のような

研究の発展可能性について触れ,結びとする｡

Ⅱ.モデル分析

(1)製品増殖(product proliferation)による

参入阻止の可能性

製品のポジショニングあるいは製品差別化

の問題にっいて,企業間の相互作用を明示的

に考慮した研究に,製品増殖戦略という先行

者の康位性に関する研究がある｡製品増殖戦

略とは,既存企業が次々と新製品を導入し

て,新規参入者が新製品を導入する余地がな

いように市場のスペースを先占めすることに

よって参入を阻止するという戦略である.そ

の概略を述べると次のようになる｡いま,

A, Bという2っの財があり,固定的で回収

不能な導入時の費用が発生した後には,両財

とも一定の限界費用で生産され,価格につい

て競争が行なわれるとしよう｡もしA財を生

産していた既存企業が先にB財を導入した場

合,それに追随して新親企業がB財の市場に

参入すると,ベルトラン兼争の総菜B財の価

格は限界費用に等しい水準にまで下がり利潤

は0になる｡ゆえに,新規企業は参入費用

(導入時の固定的費用)をまかなえないので

追随して参入することは合理的ではなくなる

のである6.

ところがJudd (1985)は,参入阻止の脅威

が信頼できる(credible)ためには,退出費用

がかかるという条件が必要であり,それが欠

如していれば製品増殖では参入を阻止できな

いことを明らかにした7｡その議論の概略は

次の通りである｡既存企業が新製品を導入し

て製品増殖戦略をとったにもかかわらず,新

親企業もその新製品を導入して参入したとし

よう｡新製品では価格競争が起きて利潤は0

になる｡しかし,その新製品の価格低下は,

同時に代替的な既存製品の需要を奪う.いっ

たん参入した新親企業には,退出費用を支

払ってまで退出するインセンティブはないの

に対し,既存企業にとっては,退出費用を支

払っても新製品から撤退してそこでの価格競

争を回避することで,既存製品に対する需要

を維持した方が望ましい場合が考えられる｡

よって,退出費用が新製品からの撤退を許さ

ないほど高くない限り,製品増殖戦略による

参入阻止の脅威は信頼できるものではないの

である｡

このJudd (1985)の分析は,最終的なペイ

オフを仮定して,退出費用を変数とした比較

分析を行なったものだが,本稿の目的はどの

様な新製品のポジショニング戦略が蔑争優位

を維持できるかを議論することなので,以下

では, Judd (1985)の議論をもとにして,既



存製品と新製品の2つからなる市場の立地モ

デルを作り,既存製品と新製品の代替の程度

を変数にした分析を行なうことにする8｡以

下の分析において, 2つの企業がそれぞれ別

の製品を供給しているような状態を棲み分け

状態,既存企業が既存製品と新製品を供給し

新親企業が新製品を供給して競争しているよ

うな状態を溌争状態と呼ぶことにする｡棲み

分け状態の既存企業の利潤cmと競争状態

のそれ(no　とを比較し, rr-rrが新製品

からの退出費用よりも大きい限り,既存企業

にとっては新製品からの退出が合理的な選択

となる｡その意味で, rr-rrを以下では退

出インセンティブ(I)と呼ぶ｡この退出イ

ンセンティブの値が,新製品のポジショニン

グによってどのように変化するかを検討する

のである｡

(2)仮定

以下の分析は,次のような消費者,企業に

っいての基本的仮定に基づいている｡

･消費者にっいて

①消費者は,消費者の好みあるいはそれに対

応する製品の特性をなんらかの指標で位置づ

けた-∞から-までの線上に,密度1で一様

に分布している｡

②各消費者の余剰は,彼(女)が最も選好す

る位置以外にある製品を購入した場合,最も

選好する製品と実際に購入した製品との距離

1単位あたり一定率tで減少する.すなわち,

製品iを購入した消費者のネットの余剰(a)

紘,以下の式で表わされる｡

u-s-タ.-t x-∫,･l

S :製品1単位を消費することから得

られるグロスの余剰

タ,. :製品iの販売価格

E :消費者の位置あるいは消費者が最

も選好する製品の位置

頃iTt^ns回眉

③各消費者は　K>0ならば製品を購入する.

u-0ならば製品を購入する

かしないか無差別であ

る｡

u<0ならば製品を購入しな

い

④各消費者は, uが最も大きくなるような製

品を1単位だけ購入する｡

･企業について

①競争は,地点0に位置する製品(以降製品

0)と地点エ(>0)に位置する製品(以降製

品1)の2つの製品をめぐって,既存企業と

新規企業の間で行なわれる｡企業間の市場ポ

ジションについての非対称性として,既存企

業はすでに製品0を独占的に供給し,さらに

製品1の導入の是非を考慮するのに対し,新

親企業は,市場に参入する際には製品1だけ

を導入できるとする｡

②単位あたりの生産費用は各企業とも等しく

0 (l定)とする｡ただし,製品1を導入す

る際には,両社ともに固定的な参入費用

(F)が必要であるO

③もし2杜が同じ位置の製品を販売する場

合,ベルトラン競争が行なわれ,均衡ではそ

の製品の価格は0となる｡既存企業はそれを

前提として,利潤を最大化するように製品0

の価格を設定する｡

以下では,このような仮定に基づいて,ヱ

を変数とする退出インセンティブの比較分析

を行なう｡例えば図1に示されている3.と

エ2のどちらにポジショニングされるような新

製品を新親企業は導入すべきかを議論するの

である｡ところで,製品0, 1が図1のよう

な関係にあるときには, 2つの製品の価格差

が余りに大きいとき以外は,製品0よりも左

側に位置する消費者はu>0である限り製品

0を購入し,製品1より右側に位置する消費

者は〟>0である限り製品1を購入するので,

2っの製品がその価格づけによって奪い合う
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図1製品ポジションと消費者の製品選択1

ことのできる消費者は両製品の間に位置する

ことになる｡そこで以下では, 2つの製品の

間に位置する消費者の奪い合いのみを考える

ことにする｡換言すれば,新製品Eが導入さ

れた時点で, 0から∬までの線分上に密度1

で一様に分布する消費者からなる市場を考え

ることになる｡

このような操作をすると,例えば新製品が

図1の製品1の場合と製品1'の場合とを比

較するとき,製品1'の場合には31から32の

消費者も考慮されるのに対し,製品1の場合

にはその消費者は考慮されないことになる｡

しかし,このような操作をしてもしなくとも

以下の議論の本質は変わらないので,分析を

簡単にするために上のような操作を加えるこ

とにする9｡

上の仮定に基づいて以下で分析を行なうの

であるが,その前にこのモデルのイメージを

もつために,新規参入が起こる前の既存企業

がどのような行動をとるかを示しておくこと

にする(図2を参照)0

yが次のような条件を満たす場合, 0から

yまでの範囲に位置する消費者は製品0を購

ESra!

u-S-Po-ty-O

よって,製品0に対する需要(D｡【)は,

D,m-y-
∫-A

t

製品0から得られる利潤(ロo耶)は,

TU" - pMm

で表わされ,その最大値は,

n0--意 (♪0 - -㌻)
となる｡

ただし, Eの値がs it以下であるときに

は,地点エに位置する消費者のネットの余剰

が0になるような価格をつけることによって

市場全体をカバーする方が,企業の利潤が大
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図2　独占状態の企業行動

きくなる｡この場合の利潤の最大値は,

rl｡れ- sx-tJ　　　　(p｡-S-tJ)

となる｡

以下では, Judd (1985)にならって,虎争

を次のような4段階のゲームによって表わす｡

第1段階:既存企業が製品1を導入するか

否かを意思決定する｡導入する場合は参入費

用を支払う｡

第2段階:新規企業が製品1を導入するか

否かを意思決定する.導入する場合は参入費

用を支払う｡

第3段階:両者が同時に製品1から退出す

るか否かを意思決定する｡退出する場合は退

出費用を支払う｡

第4段階:前段階の終了時点で決定される

市場構造の下で,読争が行なわれる.

(3)分析

まず,ゲlムの第4段階がどうなるかにっ

y X

いて, 3つのケースに分けて検討しよう｡

①ケース1 :両製品が独占価格(タ.-∫/2)

をつけると需要を取り合う範囲に製品1がポ

ジショニングされる場合を考えよう(図3を

参照)｡すなわち,

ェ<-L
亡

であるとする｡

･競争状態①

2っの企業が製品1の市場で競争した場

令,製品1ではベルトラン競争が起こり,均

衡では製品1の価格(/>.)は0となるので,

両社とも製品1から麓得する利潤は0となる.

では,製品0に対する需要はどうなるであ

ろうか｡一般に,製品0, 1の価格をそれぞ

れP｡, ♪1とすると,地点yにいる消費者(0

≦y≦s)紘,

u-s-タ｡-ty (>0)

製品0を購入した場合

u-s-♪1-tix-y) (>0)
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図3　製品ポジシ3ンと消費者の製品選択2

製品1を購入した場合

のネットの余剰をうる｡ゆえに,どちらの製

品を購入しても無差別であるような消費者

は,次の式を満たすようなyにいることがわ

かる｡

S-po-ty-s-/>,-t(x-v)

･ y-÷(pi-th+tx)
ゆえに,製品iに対する需要は,

DF÷ (.pi - pi+ tx)
と表わすことができる｡

したがって, Pi-Oのときの製品0に対す

る需要は,

Do-÷( -Pt+tx)
となり,既存企業が麓得する利潤(noの最

大値は,

nc-孝一　(*--｣-)
となる｡

･棲み分け状腰①

では,既存企業が製品1から撤退して価格

競争を回避した場合にはどうなるであろうか.

(1)式より,製品iから得られる利潤は,

ni-PiDi-告-～,･-pi+tx) -F
と表わすことができる｡ここで各企業は,棉

手の価格を所与として利潤を最大化するよう

に自社の価格を決めると考える.その価格

は,

豊蝣- O
を清たす｡ここで,両社はsymmetryなので

Pi-piとして上式を解くと,

Pi=Pi=tX



2s
3t≦Ⅹ<号のとき

態状辛戟

図4　製品ポジシ5,ソと消費者の製品選択3

となり,このときにどちらの企業の利潤も等

しく最大となる10｡よって,既存企業の棲み

分け状態における利潤の最大値は,

口8-普-F
となる｡

･棲み分け状態②

ところが, Eの値いかんでは, pi-pi-tXで

両製品が鹿合しない場合がある｡それは,

S-tJItエ*=0

を満たすェ*がェ/2以下の場合,すなわち,

である(図4を参照).このときには,両製品

がE/2ずつ需要を取り合うまで価格を下げる

ことが望ましいll｡よってそのときの既存企

業の利潤は,

ns-デー窓-F (pi-pt-s一号)
となる｡

以上の結果から, 0<ェ<s/tにおけるIを

計算しよう｡

o<x<昔のとき,
/- rr- rr

tx2　tx2

2　　　8

Zta*

8

窓≦ェ<上のとき,t

i-w-ne

sE tz tx>

2　　　4　　　8
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号　x.;号蝣'.?

競争状態と

棲み分け状態

＼'"^^ -r
0

図5　製品ポジショソと消費者の製品選択4

Sェ　3tェ2

2　　　8

②ケlス2 :つぎに,両製品が独占価格をつ

けている限りは競合が起こらないが,どちら

かの価格が0になると読合が起こるような範

囲に製品1がポジショニングされる場合を考

えよう(図5を参照)｡すなわち,

-÷　3-y‡

であるとする｡

･競争状態(診

競争状態①のときと同じ価格で両製品が虎

合する限り,

口e-昔-F　(/>サ-チ)
四tfiV*

･競争状態③

ところが,上の価格では両製品が競合しな

い場合がある(図6を参照)｡すなわち,

･≧窓
の場合である｡この場合には,製品1を買わ

ない消費者がすべて製品0を購入するような

価格づけをすることが既存企業の利潤を最大

にする12｡ゆえに,

p｡-2s-tエ

のときに,既存企業の利潤は,

口'- (2*-t*) (ェ一手) -F

で最大となる｡

･棲み分け状態③

このケースの場合,棲み分け状態では両社

とも独占価格をつけることが利潤を最大にす

る｡ゆえに,

n･-窓-F　(A-寺)
である｡

以上の結果から,

･I<窓のとき,
/- rr- rr

tx2

it

窓≦ェ<昔のとき,
/- rr- IT
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図6製品ポジションと消費者の製品選択5
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図7　製品ポジションと消費者の製品選択6

- (.2s-tx) (x-‡)

-志(.2tx-3sy
となる｡

③ケース3 :最後に,一方の製品の価格が

0 ,もう一方の製品が独占価格をつけていて

ち,両製品が鹿合しない範囲に製品1がポジ

シE,ニソグされている場合を考えよう(図7

を参照)｡すなわち,

10

･≧芸

の場合である｡

･競争状態④

この場合,製品1の価格が0になったとし

ても,製品0の需要には影響はない.ゆえに

既存企業にとって製品0の価格を独占価格に

することが利潤を最大化する.よって,



下位企業の競争優位維持可能戦略(浅羽)

2s　　　　旦　　　　4s　3s
3t　　　　　　　　　　　3t　2t

図8　製品ポジションと退出インセンティブ

nr-意　cA-千)
である.

･棲み分け状態④

この場合,ともに独占価格をつけることが

利潤を最大化することは明らかである｡ゆえ

に,

n'-ir-' (A-千)
である｡

したがって,

/-rr-rr-o

となる｡

以上の分析から次のようなことがわかる｡

退出インセンティブが退出費用を上回るなら

ば,第3段階では既存企業が退出費用を支

払っても製品1から退出することが合理的な

決定となる｡第3段階で既存企業が退出する

ことが予想されれば,第2段階では新規企業

にとっては製品1-の参入が合理的となり,

第1段階では既存企業が製品1を導入するこ

とは合理的ではなくなる｡さらに,退出イン

セソティブは, ∬が大きくなるにつれて増大

し, x-2s ltのとき最大になり,次第に減少

していく.つまり,退出費用を一定とすれ

ば,製品のポジショニングが既存製品にあま

りに近いとき,もしくはあまりに遠いときに

は,製品増殖戦略によって参入を阻止できる

が,中間的なポジショニングであるときには

参入阻止できないとト､うことを意味するので

ある(図8を参照)0

先のゲlムの第1段階と第2段階の順序を

入れ換えることによって,これまでに得られ

た結論を新鋭参入企業が先に行動を起こす場

合にも適用することができる.ただし,新親

企業の戦略の競争便位が維持可能である場

令,その原因が新親企業に先行者の康位性が

働いたためではなく,市場のポジションにっ

いての非対称性が原因であることを示すため

に,新親企業は先行者の優位性を享受できな

い状況を設定しよう｡

まず,以下では製品0と製品1との間に範

囲の経済が働くと考える｡具体的には,既存

企業が追随する場合には固定的な参入費用が

かからないと仮定しよう｡この仮定は,既存

企業にとって製品ラインの増殖であることを

考えればそれほど奇妙な仮定ではない｡さら

に既存企業は,追随による利得が非負であれ

ll



ば(っまり0であっても),追随すると考え

よう｡この2つの仮定を加えることによっ

て,新規参入企業が先に新製品を導入して

ち,先に参入費用を支払って資源のコミット

メントを行なったことによる優位性の維持は

不可能である｡なぜなら,既存企業にとって

は,追随して価格競争が起こり価格が限界費

用に等しく設定されても,参入費用が0であ

るために追随することによる利得は負ではな

いので,追随が実際に行なわれるからである｡

もちろん新規企業にとっても,たとえ価格が

限界費用に等しいレベルにまで下がって参入

費用がまかなえないとしても,それはサンク

･コストになっているので退出するイソセソ

ティブはない(退出すれば,さらに退出費用

までも支払わなければならないからである)｡

したがって,既存企業が反撃をすれば,新親

企業は苦しい戦いを盤いられることになるo

以上の修正を加えれば,新規企業が製品の

ポジショニングを考えて先に新製品を導入す

[Ts-F

る場合の競争優位の維持可能性の分析に,先

の分析結果をそのまま用いることができる｡

すなわち,退出インセンティブが退出費用を

上回るならば,第3段階では既存企業が退出

費用を支払っても製品1から退出することが

合理的な決定となる｡第3段階で既存企業が

退出することが予想されれば,第2段階で既

存企業にとっては参入しないことが合理的と

なり,第1段階で新親企業が製品1-参入す

ることが合理的となる｡

ただし,退出インセンティブが退出費用を

上回って棲み分け状態になることが予想され

ても,新規企業が実際に参入するためには,

参入後の利潤が参入費用をまかなわなければ

ならない. nsは,エがS/tまではェの増加関

数であり, EがS/t以上では一定(*V4t)なの

で,参入費用を一定とすれば,実際に参入が

起こるためにはェがある程度大きくなければ

ならない(図9を参照)｡さらに,退出インセ

ンティブは,Eが大きくなるにつれて増大し,

2s s

3t t

図9　製品ポジションと利潤

12



下位企業の競争優位維持可能戦略(浅羽)

x-2s/3tのとき最大になり,次第に減少して

いく｡つまり,退出費用を一定とすれば,既

存製品との代替性があまりにもい製品やあま

りに弱い製品は,せっかく新規企業が先に導

入してもすぐに既存企業が追随して苦しい戦

いを負いられるので,そのような新製品のポ

ジシSlニソグ戦略の競争康位の維持可能性は

低い｡他方,代替の程度が中間的な新製品を

導入する戦略は,読争優位の維持可能性が高

いといえるのである｡

Ⅲ.適用例:ビ-ル業界の競争

前節で検討した製品増殖による参入阻止や

下位企業の新製品導入の分析は,いろいろな

現象を説明できるであろうが,以下では,罪

常に強力なリーダー企業が存在する-っの慶

業を取り上げ,その産業での下位企業の新製

品導入の事例を検討する13｡興味深いことに

その産業は,下位企業の挑戦の成功と失敗を

両方経験している｡その成否を分けた原因を

前節の分析を用いて考えてみたい｡以下で取

り上げる産業は日本のビール産業である｡

周知の通り日本のビlル産業は,長期間に

わたってキリンビールをリlダー企業とする

安定的な寡占状態にあった1954年に首位に

摩り出たキリンビlルは,以来1985年まで

60%台のマーケットシェアを維持し尿けた｡

ただしこのようにキリンビールが首位を独走

していたからといって,ライバル企業はただ

手をこまねいていたわけではない｡下位企業

は,新製品の導入などによってなんとかシェ

アを回復しようと試みてきた｡とくにアサヒ

ビlルの新製品は,缶ビール(1951年),一口

ぴん生(1964年),ビlル券(1968年),アル

ミ缶入りビlル(1971年),家庭用ミニ樽入

り生ビール(1977年)など日本初の製品が多

く,それぞれが話題を呼んで発売当初は一定

の人気を博した｡しかしこれらの新製品は,

返り注文を得られずアサヒビlルの業農を改

善させるには至らなかった｡その理由とし

て,ビール業界には,品質の維持,広告やリ

ベートによる販売促進,消費者の購買行動の

パターンなどの点で,よく売れている製品を

有する企業に有利に働く性質があることが関

係すると考えられる14｡この性質があるため

に, ｢ラガービlル｣という巨大な主力製品

を有するキリンビlルは,上記の下位企業の

挑戦をはね返すことができたのである｡

ところが,アサヒビールが1986年に新しい

生ビール(通称｢コクキレ｣),その翌年に

｢スーパードライ｣という新製品を相次いで

導入したことを実機に,それまでの情勢が一

変した｡当時の業界の常識では, 1年間で

マーケットシェアを1%上昇させることは至

難の技であると考えられていたにもかかわら

ず, 1986年以降のアサヒビールのマーケット

シェアは, 10.5%, 12.9%, 20.6%と急激に

伸び続けた｡他方キリンビールは,そのあお

りを受けて59.8%, 57.0%, 50.5%とマl

ケツトシェアを落とし続けた｡そして1989年

には,アサヒビlルが25%台のシェアを獲得

し,キリンビlルはついに48%台と50%の大

台を割ってしまった｡

｢スーパードライ｣の成功には,ニーズを

的確にっかんだ新製品開発,魁織の活力を生

み出した阻織変革など様々な要因が働いてい

るが,以下では,なぜ｢スlパlドライ｣が

成功したかということよりは,なぜその成功

がキリンの反撃の中でも維持可能であったか

を,前節の分析のように｢スーパードライ｣

とそれ以前の新製品との製品ポジションの差

異に着目して説明する｡

これまでの新製品と｢スlパードライ｣と

のちがいはどこにあるのだろうか｡前者の例

として,家庭用樽入り生ビlル(略称｢ミニ

樽｣)と1970年代に導入された生ビlルを取

り上げ,新製品導入のねらいと新製品に対す

るキリンビlルの反応という2つの点につい

13



て, ｢スーパードライ｣と比較してみよう｡

｢ミニ樽｣の場合,パーティ向けという新

しい市場セグメントの開拓を目指した商品で

あったが,キリンビールがその強大な営業力

を背景にして追随してきたので,アサヒビー

ルは苦戦した｡他方,生ビールと｢スーパー

ドライ｣は,ともに既存製品(｢ラガービー

ル｣)の代替を目指していた｡ただし,生ビl

ルの場合にはキリンビlルがなかなか追随し

なかったので,その結果生ビールのセグメン

トでのキリンビールのシェアは低いが,坐

ビールの市場規模そのものが徐々にしか増え

なかった｡それに対して｢スーパードライ｣

は,キT)ンビールがすぐに追随して競争が激

化したためにドライビールの市場規模が急拡

大し,結果としてアサヒの一人勝ちになったo

この違いは,次のように解釈すれば,前節

のモデル分析から得られる結果と符合する1㌔

まず,新製品の導入のねらいを次のように解

釈しよう｡新しい市場セグメントの開拓を目

指した製品,つまり｢ミニ樽｣は,既存製品

とは代替の程度が非常に低い製品であると考

えられる｡したがって,既存企業は既存製品

への需要の影響を心配することなく追随でき

るので,その新製品を導入した下位の傘業は

たとえ先行者であっても苦戦する｡他方,既

存製品と代替を目指した製品,つまり生ビー

ルや｢スーパlドライ｣は,代替の程度が車

いので,リーダー企業が追随すると既存製品

の需要に影響を与える｡ゆえに,既存企業に

とっては追随しないことが合理的であり,た

とえいったん追随してもそのセグメントから

退出した方がよい｡ゆえに,下位企業の康位

性が維持されるのである｡さらにリーダー企

業が追随して競争すると,既存製品の需要を

奪って新製品の需要が拡大するので急激な変

1985　　　86　　　87　　　　　　　　89年

出所)　Nomur Search 1990年4月号　P.24

図10　ビールの種類別シェア
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化が起きるのである｡

下位企業の競争優位維持可能戦略(浅羽)

にしたように,退出コストが小さければ,輿

実際このような解釈を支持するようないく

つかのデータや証言がある｡新製品の需要が

拡大するのは,既存企業が追随した場合であ

るが,これが生ビlルと｢スーパードライ｣

との違いを生んでいる｡実際アサヒビlルの

マlケティソグ担当者も,キリンビlルが追

随してきたからこそ,あそこまでドライビl

ルのセグメントが拡大したのであり,キリン

ビールの追随がなければこれほど急激な変化

は起こらなかったであろうと推測している

(図10参腰).また,モデルによれば,中程度

の代替性を有する新製品の場合に既存企業が

追随しない方がよいのは,既存企業が新製品

の市場で負けるからではなく,その市場での

競争が既存製品の需要に悪影響を及ぼすから

である｡実際セグメントごとのシェアを比べ

てみると,ドライ･ビールのセグメントでは

キ1)ソビールはそれほど大きくアサヒビール

に負けていない.むしろキT)ソビールの業寮

不振の原因は,キリンビlルの主力製品であ

るラガービールのセグメントが,ドライ･

ビlル･セグメントの急拡大のあおりを受け

て縮小したことによる16｡

以上のように,他の新製品とは異なり

｢スーパlドライ｣が｢ラガービlル｣とは

中程度の代替性を有していたために,キリン

ビールは追随しても退出を余儀なくされ,蘇

果としてアサヒビールの競争優位が維持され

たと考えられる17.

Ⅳ.おわりに

本稿では,下位企業の競争優位の維持可能

性の源泉として,市場ポジションにっいての

企業間の非対称性を取り上げ,その1つの例

として新製品のポジショニングについて考察

してきた｡そこで得られた知見は次のような

ことであった｡まず, Judd (1985)が明らか

15

晶増殖という戦略では新規参入を阻止するこ

とができないことが確かめられた｡さらに,

参入阻止の可能性,あるいは下位企業の競争

俵位の維持可能性は,新製品のポジショニン

グ(既存製品との代替の程度)に依存するこ

とが明らかになった｡すなわち,既存製品と

の代替の程度が余りに強ければ,既存(ある

いは上位)企業は既存製品の需要の大半を新

製品に奪われるのを恐れて反撃する｡代替の

程度があまりに弱ければ,既存企業は既存製

品の需要-の影響を心配することなく,いわ

ば別の市場での虎争のように思う存分反撃で

きる｡それに対して新製品と既存製品との代

替性が中程度であるときには,既存企業は思

い切った反撃ができない｡なぜなら,反撃し

て価格競争が激化すると,価格が低下した新

製品によって既存製品の需要が奪われ,か

えって既存企業の利潤が擁少してしまうから

である｡ゆえに,中程度の代替性を有する新

製品を導入すれば,下位企業は上位企業の敢

烈な反撃を受けずに,競争康位を維持できる

のである｡

このような分析結果は次のような点で興味

深い｡既存製品と代替関係にある新製品を導

入したために既存製品の需要が新製品に奪わ

れてしまう現象はカニバリゼーショソと呼ば

れ,これまでも実務家の人たちの間で少なく

とも感覚的にはそのマーケティング戦略上の

重要性が露款されていた｡とくにそれは,既

存製品に強みを有する上位企業が下位企業の

新製品に対して即座に対応できない理由とし

て指摘されることが多かった｡本稿では,そ

の経験的知識を理論的に導出することができ

た｡さらにそれだけではなく,カニバリゼー

ショソが強ければ既存の上位企業の反応が鈍

るとは一概にはいえず,新製品と既存製品と

の代替の程度によってカニバリゼlシ'己ソが

企業の対応に与える影響が異なることが導出

&sa



このように一定の仮定の下でモデル分析を

行なうことによって,これまで経験的に語ら

れてきた現象に理論的な説明を与えることが

できる｡これまでの競争戦略論が,高いパ

フォーマンスを挙げている企業の事例研究か

ら,その企業がどのような戦略をとっている

かを明らかにする作業が多かったことを考え

ると,本稿のようなアプローチの重要性も高

いかもしれない｡もちろん現実の企業の戦略

に役立たせるためには,本稿のモデルでは不

十分である｡分析のための特殊な仮定から生

じる問題や,代替の程度,退出コストなどの

変数の測定の問題を克服しなければならない

であろう｡しかし,本稿のモデルを,例えば

消費者の分布が一様でなかったり,新製品の

導入によって消費者の分布がシフトする場合

などに発展させることによって,さらに興味

深い知見が得られるかもしれない1㌔

はじめに述べたようにこれまでの競争戦略

論では,競争便位の源泉にっいては精力的に

研究されてきたのに対し,ライバル企業の対

応や競争康位の維持可能性については比較的

軽視されてきた｡ただし別の見方をすれば,

本稿とは異なる企業間の非対称性にもとづく

虎争倭位の維持可能性が,既存の研究では暗

黙の内に仮定されていたとも考えられる｡は

じめに若干触れたように,先行者の優位性は

行動の時間的順序の非対称性から生じる｡ま

た,経営資源の多寡という非対称性も考えら

れる｡ある戦略の遂行や模倣のためにはなん

らかの経営資源,例えば資金,技術,あるい

は市場機会を捉えるための感受性などが必要

となる｡その必要資源をライバル企業が有し

ていないとすれば,ライバル企業が戦略を模

倣することは不可能である19｡

従来の戦略論が,これらの非対称性を暗黙

のうちに前提とした,いわば｢1)-ダlの論

理｣, ｢もてるものの論理｣であったとすれ

ば,これまでライバル企業の反撃にあまり注

意が向けられなかったこともうなづける｡暗

黙に仮定された非対称性によって,競争優位

の維持可能性が保証されているからである｡

しかし,はじめに述べたように,実際の企業

間読争を考える上でライバル企業の対応や企

業間の相互作用はたい-ん重要な問題である｡

この間題を明示的に分析するためにも,本稿

のようなアブPlチで下位企業の戦略を考察

することは有効であろう｡そうすることに

よって,これまで経験的によしとされていた

戦略が,どのような仮定の下で成り立ってい

るのか,あるいはどのような競争優位の維持

可能性の源泉が暗黙の内に前提とされている

のかを明らかにすることができるであろう｡

さらに,理論的に優位性の維持可能性が高い

戦略が実際にとられたと考えられる事例を合

わせて研究すれば,現実的なインプリケー

ションも増すであろう｡今後も,競争優位の

維持可能性を,戦略の有効性の1つの尺度と

考え,より体系的な研究を蓄積していくこと

が必要であろう｡
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下位企業の競争優位維持可能戦略(浅羽)

Keifl

いま,既存製品(第1財)と新製品(第2

財)に対する需要関数をそれぞれ,

エ-a-Pi+bpz

x2-a+bpi-p2

2.:i財の需要　(t-l,2)

pi:i財の価格　( 〟 )

a, b>0

とするo　このとき製品間の代替の程度は, b

で表わされていると考えてよい｡両企業と

も,どちらの財を生産する場合でも限界費用

は0で一定とし,参入に際して固定的な費用

がかからないとする｡もし,既存企業が両財

の市場に参入し,新規企業が第2財の市場に

参入した場合(境争状態),次のような競争

が行なわれると仮定する｡すなわち,第2財

の市場ではまったく同質な財にっいての価格

競争が行なわれるので,ベルトラン均衡で価

格は限界費用と等しくなる｡それに基づい

て,既存企業は自社の利潤を最大化するよう

に第1財の価格を決定する｡もし,既存企業

が第1財,新規企業が第2財というように棲

み分けができていれば(棲み分け状態),両

社は利潤を最大化するように異質な財の間で

価格競争を行なう｡

分析

①競争状態

競争状態では, P2-0となるので,第1財の

需要関数は,

エi=a-♪1

となり,第1財からえられる既存企業の利潤
Irは

ir-/>, u-p>)

となり,

(ft -千)

17

がその最大値である｡

②棲み分け状態

既存企業の行動を考えてみよう｡既存企業

の利潤nlは,

rii-PiXi-/>i(a-Pi+bpd

となるので,相手の価格を所与と考えて利潤

の極大化を考えるので,

sn,

op,
-a-2pl+bp2-0

が,そのための第1次条件である｡新規企業

についても同様に,

鑑: -a+bp>-2pi-0

となる｡両社はsymmetryなので, Pl-p2とし

て解くと,均衡価格は,

a

/>! = />* =一百二首~

で,そのときの既存企業の利潤は,

ir* -
(2-6)2

となる｡ゆえにインセンティブ丁は,

/-rr*- ir

a2　　　a2

(2-bY

となる｡

ここで, bとIとの関係を図示したものが図

11である｡図11と図8が類似していることか

らわかるように,既存製品と新製品とが中程

度の代替性を有する場合には,下位企業の新

製品戦略の康位性の維持可能性が高いことが

わかる｡

[注]

1.例えば,接近方法は本稿とは異なるがこ

の現象に注目したものとして,和田他(1989)

がある｡

2.例えばKreps-Spence (1984)は,ある戦

略に対する企業の利得はその企業の行動とラ

イバル企業の対応とによって決まるにもかか



図11製品の代替性と退出インセンティブ

わらず,従来の競争戦略論ではこの企業間の

相互作用を明示的に扱ってきたとはいえず,

ライバル企業の反応を想定している研究で

ち,少なくともその反応がなんらかの意味で

合理的であるか否かは吟味されていない,と

述べている｡また, Weigelt-McMillan

(1988)は,これまでの競争戦略論は,フッ

トボールの試合で片方のチームの得点を聞い

ただけでどちらのチームが勝ったかを論じる

ようなものであると述べている｡

3. ｢新しい産業範織論｣は, ①ゲーム理論を

用いた研究, ②取引コストの経済学を用いた

研究, ③進化論的研究の3つに大別される.

①, ②についてはTirole (1988), ③にっいて

はNelson-Winter (1982)を参凧されたい｡

このうち本稿と関連するのは, ①の企業の戦

略的行動やその行動の結果どの様な市串構造

が現出するかということをゲlム理論を援用

して分析する一連の研究である.われわれ

は,この｢新しい産業範搬論｣の研究が虎争

戦略論の新しい展開に役に立っと考えている｡

産業範識静と競争戦略論のそれぞれの発展及

IIS

び両者の関係については,浅羽(1990a)を参

照Z3753S*

4.先行者の康位性の源泉は,主に①技術の

3BS招m*開け^S^B^^^I^^^HIej巴｡日

産設備の)先占め, ③買い手のスイッチング

･コストの3っが挙げられる(Lieberman-

-Montgomery, 1988)｡

5.実際,浅羽(1990b)では,以下で考察さ

れるビlル産業の事例について,先行者の康

位性による説明も行なわれている｡

6.この説明は, Judd (1985)による製品増

殖戦略の説明である｡そのもとにある

Eaton-Lipsey (1979)のモデルでは,将来市

場の成長が見込まれるときの工場立地の先占

めについて分析している｡また,既存製品と

33IEE回目層　　　　- v if ^ ixfzmms,

による参入が起こりうる場合の参入阻止行動

を分析したものに, Schmalensee (1978)が

"U
7.ここで退出費用とは,参入費用の内のサ

ンク･コストではないJudd (1985)の例を

借用すれば次のようになる｡いま,企業が参



下位企業の競争優位維持可能戦略(浅羽)

入するために, 10ドルの横紙を購入し,さら

にもし働かせずに解雇した場合には4ドル与

えることを約束して労働者を雇うとしよう｡

故紙は,もし使わずに転売すれば7ドルで売

れるo　この場合,参入に要する費用の内のサ

ンク･コストは3ドルであり,退出費用は4

ドルである｡)

8.立地モデルとは,例えば店舗の立地の問

題を,消費者の住所から店舗までの交通費を

考慮して分析するモデルである｡店舗の立地

を製品のポジション,消費者の住所を消費者

の選好のポジショソ,住所から店舗までの交

通費を自分が選好しない製品を購入すること

によって生じる効用のロスにそれぞれ置き換

えて考えれば,このモデルを製品のポジショ

ニングの議論に適用できる｡立地モデルに関

しては,例えばGreenhut et al. (1987)を参

照されたい｡立地モデルを製品のポジショニ

ングの議論に用いるためには特殊な仮定をお

かざるをえないが,しばしばとられる手法な

ので本稿でも採用する.ただし以下の議論

は,立地モデルを用いなくとも同様の結論が

得られる.それについては付論で1つの試み

を示しておく｡

9.このような操作を加えないと,計算結果

が複雑になること以外に,エが小さいときに

棲み分け状態の均衡価格が存在しないので,

退出インセソティブが計算できなくなるとい

う問題が生じる(d'Aspremont et al., 1979)

この間題は,本稿のような操作を加える以外

に,距離の2乗に比例する効用のロスを考え

たり,付論で示すように立地モデルを用いな

ければ回避できる0

10.ここで, x>s 2tの範囲では,新規企業が

参入したときの既存企業の最遠価格が独占価

格よりも高くなっていることに注意されたい｡

すなわちこれは,競争(企業数の増大)が市

場価格を引き下げるという常識から逸脱する

現象である｡これは, Rosenthal(1980)が注目

した現象と同じであることを,小林孝雄教授

19

(東京大学)より指摘していただいた｡

ll.相手の価格を所与として, p*を上下させ

るインセンティブを既存企業がもつか否かを

調べてみよう｡ s-tx/2よりもp｡を上げる場

合,その利潤は,

rr-
VKBX

-F
t

I

となるので,

-チ,S一号
が満たされれば,価格を上げるインセンティ

ブがあることになる｡しかしこれは,ケース

①の場合には満たされない｡他方, p｡を下げ

る場合の利潤は,

Hs-㌃( S一号-Po+tェトダ

となるので,

-I+昔<S一号
が溝たされれば,価格を下げるインセンティ

ブがあることになる｡しかしこれは,

棲み分け状態②の場合には満たされない｡

12.注11と同様な操作をすれば,このことは

容易に確かめられる.

13.例えば中田(1990)紘,企業のフルライン

戦略や,多数の製品を抱える企業が後発企業

の挑戦に直面してあるセグメントから撤退す

るカウンター･セグメンテlショソを説明す

る際に,この分析が適用できることを示唆し

ている.

14.この性質の一部が,前節のモデルの既存

企業が享受できる範囲の経済の源と考えられ

るであろう.詳しくは, Asaba (1990)を参

脳&man

15.ただし,ビール産業では,価格競争より

も広告などによる販売促進読争の方が重要で

ある｡しかし,ビlルの購買要因として評判

の果たす役割が大きく,広告が評判を形成す

ることを考えると,消費者の効用が広告など

の販促費用の正の関数であると考えてもよい



だろう｡とすれば,販促費用の増大は効用の

上昇を意味するので,価格から販促費用をひ

いた値をタとすれば,先のモデルと同様に消

費者はP+tェが最小となるような製品を購入

すると考えることにする｡

16.これは,アサヒビールの未公開の社内資

料によっている｡

17.代替の程度が余りに載い例として,キリ

ンビール以外の会社が発売したラガービール

を考えることができるかもしれない｡この場

合,キ1)ソビールの攻撃は最も激しくキリン

ビlルの一人勝ちとなった.

18.例えば, Carpenter-Nakamoto (1990)な

どが,その試みといえるかもしれない｡

19.しばしば,ライバル企業の模倣不可能性

の源泉として,戦略の遂行の因果関係に関す

る唆昧さ(ambiguity)が指摘される(Lip-

pman-Rumelt, 1982 ; Reed-DeFilhpi(

1990)これは因果関係に関する情報の非対

称性であり,情報を経営資源の1っと考えれ

ば,これを経営資源の非対称性という項目に

含めて考えることができる｡ただし,仮にあ

る企業の戦略が成功したからといって,常に

その企業が因果関係を知っているとは限らな

い.その意味で唆昧さは,情報の非対称性以

上の意味を含んでいることを指摘しておこう｡
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